
ス マ ー ト 農 業 の 推 進

スマート農業技術に関する情報発信やスマート農業技術を活用できる人材育成等を通じて、県内の農業者が円滑にスマート農業
技術を導入できるよう支援する。

目 的

担当 農業支援課 普及活動担当
電話 ０４８－８３０－４０６１

【予算額】１４，９７９千円

事業概要

１ スマート農業普及推進事業 １４，９７９千円

（１）スマート農業の普及促進体制の整備（新規） ６，３８５千円
スマート農業の普及に当たり、関係者が連携・協力し

ながら取り組むプラットフォームを設置し、農業者に対
してスマート農業技術の導入を促進する取組を実施する。

一部新規

（２）スマート農業技術の検証 １，２２４千円
農業者及び学識経験者等で構成するスマート農業普及推

進研究会を開催し、スマート農業技術の検証を行う。

（３）スマート農業技術を扱える人材等の育成（新規）７，３７０千円
農業大学校において、学生向けカリキュラムの充実、農業

者向け研修の実施により、スマート農業技術を活用できる人
材を育成する。



果樹産地育成総合対策事業 
                                          生産振興課 花き・果樹・特産・水産担当 

                                          電話 ０４８－８３０－４１５１ 

１ 目  的 

  都市近郊の立地条件を活かした収益性の高い果樹農業の振興を図るため、多様化する消費者のニーズに対応した高品質な果樹の 

 生産・供給に取り組む産地を育成する。 

 

２ 内  容 

                                                                            （単位：千円） 

 

区  分 

 

 

事業主体 

 

内     容 

 
予算額 

 

１ 果樹産地強化推進事業 

 

農業協同組合 

営農集団 

農事組合法人 

農業者等の組織する団体

（５戸以上） 

  

 生産環境の改善、新技術の活用、新品目や新品種の導入、

省力化・無人化技術の導入など、産地における課題の解決

に向けた調査や実証・試験等に取り組む生産者団体の活動

を支援する。 

 事業対象は、県果樹振興計画に沿った活動に限定する。 

    補助率：１/２以内 

    
1,600 

(1,600) 

 

２ 高品質果樹生産対策事業 

 

 

    

県 

  

 生産・供給計画の策定、作況や市況等の情報提供、新技

術や新品種の導入に関する講習会の開催、マーケティング

や販促ＰＲ活動などを実施し、産地や生産者団体の取組を

支援する。 

  

 
703    

(372) 

 

 

 

３ 令和５年度予算額  ２，３０３千円 

   



施 設 園 芸 パ イ オ ニ ア 技 術 推 進 事 業

施設園芸農業におけるスマート技術の拡大や、新たな課題への対応を図り、生産性の向上を支援する

目 的

担当 生産振興課 総務・野菜担当
電話 ０４８－８３０－４１３９

【予算額】２７，７０１千円

事業概要

１ 施設園芸のスマート技術の拡大、新課題対応技術整備、普及推進 ２７，７０１千円

（１）スマート技術導入拡大支援事業（一部新規） １８，０００千円
○スマート機器等を新たに整備する生産者への導入支援
○栽培管理データ共同活用支援

一部新規

（２）新課題等対応機器導入支援事業（新規） ９，０００千円
○従来のスマート機器では対応できない、気象変動下のハウス昇温対策導入支援
○収穫調整作業の省力化等に対応するための必要な機械等の導入支援

（３）普及推進事業 ７０１千円
○県機関によるスマート技術マニュアルを活用した産地への普及拡大
○新課題等に対応する技術の普及指導員による生産者への指導、産地への波及推進

スマート技術の推進

・次世代施設園芸技術導入支援事業
・施設園芸先端サポート技術導入事業

現在

新たな課題への対応

スマート技術拡大推進

・スマート機器未導入者を対象に導入支援
・グループを対象とすることで、既設生産者の機器の
有効活用とともに、機器未導入者への導入を加速化

・従来のスマート技術で対応できない昇温対策技
術等の導入支援

・収穫調整作業の省力化機器等導入支援

H29～R3 R5～

・これまでの支援で、高度環境制御型施設園芸
生産者、環境制御型施設園芸生産者が増加
・しかし、未だ「従来型施設園芸生産者」が多い
・また、新たな課題への対応も必要

増加

細霧冷房装置統合環境制御装置

従来型施設園芸

環境制御型施設園芸

高度環境制御型施設園芸



埼 玉 エ コ 農 業 推 進 事 業

農業による環境への負荷の軽減を図るため、農薬・化学肥料の削減や地球温暖化防止等に効果の高い農法（エコ農業）に取り
組む産地を支援するとともに、エコ農業に対する消費者等の理解を深め、エコ農産物の需要拡大を図る。

目 的

担当 農産物安全課 安全生産・有機担当
電話 ０４８－８３０－４０５７

【予算額】６，２１３千円

事業概要

（１）化学肥料の低減や堆肥等の県内資源の活用等の試行的取組推進（一部新規） ４６８千円
地球温暖化防止や持続可能な農業を実現させるため、化学肥料・化学合成農薬の低減に役立つ技術の普及を図る。
・エコ農業に関する試行的取組の実施

一部新規

 技術集作成 【新規】
機械導入や新技術の活用等による化学肥料や化学合成農薬の低減に関

する事例をとりまとめ、技術集を作成化学肥料・化学

新規・拡充内容

（２）エコ農業推進活動 １，７４５千円
エコ農業に関する取組の認定や、ＰＲ活動によりエコ農業に対する消費者等の理解を深め、エコ農産物の需要拡大を図る。
・エコ農業のＰＲ活動 ・特別栽培農産物の認証
・エコ農業の研修会の開催 ・有機農業指導員の育成
・エコ農産物の販路拡大支援（マルシェ出店支援、商談会出展支援）

（１）エコな栽培体系への転換サポート ４，０００千円
国のみどりの食料システム戦略推進交付金を活用し、エコな栽培体系※への転換に向けた取組を支援する。

※ エコな栽培体系：それぞれの産地に適した「環境にやさしい栽培技術」と「省力化に資する先端技術」を取り入れた栽培体系
【取組の例】化学農薬のみに依存しない総合防除と生分解マルチ（抑草）

１ エコ農業の推進 ２，２１３千円

 みどり食料システム法に基づく計画の認定等推進【拡充】
みどり食料システム法に基づき農業者が作成する環境負荷低減事業活

動実施計画の認定の推進化学肥料・化学

新規・拡充内容

２ エコな栽培体系への転換サポート ４，０００千円

取組例：生物農薬・堆肥の活用

エコ農業のＰＲ活動 埼玉県特別栽培
農産物認証マーク



有 機 の 輪 ス タ ー ト ア ッ プ 事 業

有機農業に取り組みやすい環境が整い、有機農業の取組が拡大するとともに、消費者が有機農業による農産物を入手しやすくな
るように、環境づくりやモデルとなる取組の支援を行う。

目 的

担当 農産物安全課 安全生産・有機担当
電話 ０４８－８３０－４０５７

【予算額】１２，５４３千円

事業概要

（１）プラットフォーム（フェイスブック等）の運営 １６１千円

有機農業や有機農産物等に関心のある生産、消費、流通業者など
様々な立場の人が集い、情報交換や情報共有を行う場として、有機
農業のプラットフォームを運営し、関係者が連携・協力して有機農
業を応援する環境をつくる。

一部新規

（２）プラットフォームの自主企画研修会 ３８２千円

栽培や販売をする上での課題解決に向けて、プラットフォーム会
員が自ら企画した研修会の開催費用を支援する。

（１）有機農業への転換支援（新規） ２，０００千円

国のみどりの食料システム緊急対策交付金を活用し、有機農業への転換等を実施する農業者を支援する。

【支援内容】有機種苗の購入や土づくり、病害虫が発生しにくいほ場環境の整備など

１ 有機農業の連携･協力環境を構築 ５４３千円

 有機農業への転換支援【新規】
新たに有機農業への転換等を実施する農業者に対して、有機農業の生産を開始するにあたり必要な経費について支援

化学肥料・化学

新規・拡充内容

２ 有機農業のモデル的先進地区の育成 １０，０００千円

（１）有機農業の先進的モデル地区の育成 １０，０００千円

国のみどりの食料システム戦略推進交付金を活用し、地域ぐるみで有機農業に取り組む市
町村等の生産から消費まで一貫した取組を支援し、モデル地区を育成する。

【取組の例】有機農業の団地化、学校給食での利用、マルシェの開催など

３ 有機農業への転換支援 ２，０００千円

上 プラットフォームイメージ
右 プラットフォーム画面
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